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港湾内での利用形態に合わせた長周期波浪対策技術

The Measures Technology of Long Period Waves Matched to Purpose in Harbors

永 瀬恭一1・ 平石 哲也2・ 押 村嘉 人3

Kyoichi NAGASE, Tetsuya HIRAISHI and Katsuhito OSHIMURA

Long period waves cause large surging motion in mooring cargo vessels due to resonance. This can cause interruption
in cargo handling and even break mooring rope when the ship surging motion becomes extremely large. A new type of
sea wall composed of a double faced slit caisson backed by a rubble layer has been proposed in order to reduce the long

period wave height in harbor. However this structure is very large and it can be difficult to construct in existing harbor.
So, some alternative, more feasible proposals were assessed in terms of wave performance model experiments and nu-
merical analysis.

1.　は じ め に

港湾に入射する長周期波浪は,波 高が小さ くとも船舶

全体の動揺を誘発 し,荷 役障害や係留索の切断など事故

の原因となるため,対 策が早急に求められている(沿 岸

開発技術研究センター,2004).こ れ まで,海 中に投入

した巨礫のエネルギー損失を確保 して反射波を低減させ

る対策法(平 石 ・永瀬,2002),導 水板を利用 してケー

ソン内で渦を発生させてエネルギー損失を図って消波す

る方法(大 島 ・森屋,2005),共 振効果を利用 した方法

(高橋 ・鈴木,2005)な どが提案 されている.

著者 らが,研 究の当初に検討 していた対策工法は2重

ス リットケーソンの背後に,直 径30～80cm程 度 の巨礫を

投入するもので,既 に高潮対策用に建設された同 じ構成

の施設について,現 地観測により長周期波浪 に対する消

波効果の確認などを行 っている(平 石 ら,2006).

しか し,長 周期波浪に対応するには波長に比例 して大

きな空間の確保が必要であり実際の港湾で長周期波浪の

低減のために建設するには,港 湾の形状や設置可能な場

所に適 した構造 ・規模にする必要があり,省 スペース化

かつ低コス ト化が求められる.

そ こで,実用化を強 く念頭 においてこれ らの課題を克

服するために,ス リットケーソン以外 にも,L型 ブ ロッ

ク係船岸を応用 した構造物や,礫 材のみを海中に投入 し

て透水層のみを建設する工法を提案する.本 研究では礫

材を用いた長周期対策技術 について,港 湾内の様々な部

分で利用する際に必要な設計手法の確立を目指 して,

MARS法 を応用 した数値解析(永 瀬 ・島田,2000)に よっ

て検証する.ま た,模 型実験により解析精度の検証を行

図-1　港湾内での長周期対策施設の設置位置

い,実 用化のために検討資料の提供を目的 とする.

2.　長 周期波対策護岸の概要 と検討方法

(1)　消波層を用いた長周期対策技術

透水層を用いた長周期対策護岸施設は,礫 材を投入す

ることで消波機能を発揮することができ,透 過構造にす

ることや礫材と消波ブロックだけの構成で建設すれば,

比較的地盤の悪い海域でも建設できるなどの利点がある.

また,施 設へ斜めに入射 した場合でも,消 波機能は確保

される.一 方で,比 較的大 きな空間を必要 として,これ

までの研究(平 石 ・永瀬,2003)で 明 らかにした長周期

波の低減に効果がある奥行き30m程 度 の施設を港湾内で

建設するには,様 々な制約がある.し たがって,実 港湾

で計画する場合には静穏度確保のために理想的な部分だ

けではなく,様 々な海域への適用が考えられる.図-1は,

実 際の港湾での活用するための用途や設置が考え られる

部分を示 したものである.

そ こで,様 々な海域で長周期波を低減する具体的な方

法 として,図-2に 示 すような4つ の形態を考えた.a)は

波 除堤など透過堤として活用するもので,b)は 防波堤の

前面に礫材のみを投入 した場合である.c)お よ びd)は船
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a)　捨石透過堤

b)　捨石不透過堤

c)　両面スリツトケーソン+消 波層

d)　スリット付L型ブロック+消波層

図-2　港湾内での利用形態

舶の接岸や施設の小型化のため係船岸や両面スリットケー

ソンの背後に礫を投入 したものである.

本研究では,こ れらの構造物について,主 に数値解析

によりその特性を明らかにする.ま た,水 理模型実験に

より数値解析精度の検証 も行った.

(2)　検 討方法

解析は,永 瀬 ・島田(2000)の3次 元で水-空 気混相を

対象 として,波 面解析が可能なMARS (Multi-Advection

Reconstruction Solver)法で これまで長周期波施設の検討

などに用 いられている(平 石,2004).波 浪 は造波 ソー

スを用いて入射させ,反 射波はエネルギー吸収層を設置

して吸収 させた.消 波層での圧力損失 は,近 藤 ・竹田

(1983)に よるDupuit-Fochheimer則 を用いて計算を行い,

計算に必要な係数は別途透水試験によって検証 した結果

を用いた(平 石 ・永瀬,2004).

入射 波 は現地スケールで,T=8,15,30,45,60,

100sの 規 則波を標準 とし,必 要 に応 じてf=0.001～0.050

Hzの50波 を重ね合わせたホワイ トノイズ,孤 立波を用

いた.入 射波高は現地での長周期波浪 は10cm程 度 ではあ

るが,解 析での分解能を確保するためH=1mと した.一

方,模 型実験 は,縮 尺1/20と して行い,消 波層にはd50=

30mm(模 型値)の 砕石を用いた.

3.　捨 石堤

船舶の接岸などの利用計画がない場合には,ケ ーソン

などの護岸が不要である.コ ス トや港湾内での空間確保

の点か らも既設の護岸や防波堤前面に捨石のみの消波層

を設置 したり,消 波層単独の透過堤 としての設置が多い

と考えられる.そ こで,捨 石堤として図-2に 示 したa),

b)の 形態について,MARS法 を用いた数値解析 によりそ

の特性調べた.ま た,解 析の実用性を検証するため水理

模型実験を行 った.

(1)　捨 石透過堤

図-3に 捨 石透過堤の断面図を示す.沖 側には1:4/3の

勾配で消波ブロック(4t)を設 置 した.こ のブロックは,

安定性を確保するだけでなく,長 周期の吸収には単一粒

径の礫材を用いた消波層を設けるだけでなく,沖 側に粒

図-3　透過堤の断面(現 地スケール)

図-4　 解析結果(捨 石透過堤)

径の大きな透水層を設置することで,反 射率の低減が可

能なので消波機能の確保にも有効である(平 石 ・永瀬,

2004).こ の形態は,防 波堤の内側 に波除堤 として利用

されたり,港 口などで波浪の侵入を防 ぐために用いられ

る.

図-4は,解 析結果の流速ベクトルを示 したものである.

解 析条件は,透 過堤の奥行 きは図-3に 示 したとおり静水

面の高 さでB=30mと した.捨 石の粒径はd50=40cmで あ る.

模 型実験は縮尺1/20で 実 施 し,d50=30mm(模 型値)の 砕石

を礫材として利用 している.消 波ブロックの前面を遡上

してその水面近くの流速が大きくなり,背 後の礫材から

なる消波層内に侵入 していることが分かる.

図-5は,現 地スケールで周期T=45sの 解析ならびに実

験 による波形である.(a)はMARS法 に よる解析,(b)は

水 理模型実験の結果である.測 点の設置位置は図-3に 示

すとおりで,実 験では礫内の水位P3は 計 測できなか っ

た.解 析ではt=100sこ ろ入射波が到達 して透水層を通過

したP4で は波高0.2m程 度 の透過波が見 られ,礫 内のP3

では0.3m程 度 の水面振動が認め られる.

(b)実験 波形では,実 験の周期がT=10sと,造 波性能の

上限での実験であり,反 射波の吸収造波が十分に機能 し

ておらず多重反射の影響などが見られたり,入 射波高が

現地スケールで80cm程 度 と解析より小さいなどの違いが

ある.ま た,解 析では平均水位が,P4の 平均水位の上

昇なども見 られる.し か し波形は,P1,P2,P4と も解

析波形 とよく対応 している.

図-6に 入射波の周期と反射率の関係を示す.解 析を行 っ

た周期T=8,15,30,45,60,100sの 波形か ら反射率を

合田ら(1976)の 方法により求めた.水 理模型実験の結果
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(a)　解析波形

(b)　実験波形

図-5　 捨 石透 過堤 波形(B=30m,T=45s)

も示 したが,T=60,100sに 関 しては,造 波できなか っ

た.消 波層の入射方向の長 さはB=20,30mに つ いて実

施 している.T=8,15sで は,解 析による結果が実験よ

り小 さくなっているが,T=30,45sで は,解 析により実

験が精度よく再現することができている.

以 上のように,MARS法 を用いた数値波動水槽技術で,

礫 による消波層を用いた長周期対策施設の水理特性をよ

く再現できる.ま た,周 期(波 長)が 長 くなることによ

り消波性能が低減することがわかる.消 波層の奥行 きB=

20mに おいて,T=100sに おける反射率があまり上昇 しな

いのは,こ の構造物が透過堤であるためで,B=30mの

透 過率 はKt=0.42で あ るのに対 して,B=20mの 場合 には

Kt=0.49と な っている.消 波層が短 く背後に透過 したこ

とで,反 射率が低下 したと考えられる.一 方,B=30m

で は,透 過 しにくくな り反射率が上昇 した.

ま た,解 析では,f=0.001～0.050Hzの50波 を重ね合わ

せたホワイ トノイズならびに孤立波で も解析を行った.

その結果は,B=30mで ホ ワイ トノイズKr=0.79,孤 立 波

Kr=0.69で あ り,前 者ではT=60s,後 者 でT=45sの 結果 と

同程度であり,B=20mで も同様の結果 を得 た.周 波数

スペク トルの2次 モーメントから平均周期を求め,そ の

1.2倍か ら有義波周期を求めると40s程 度 となる.40sの

反 射率を図-6か ら内挿すればKt=0.7で あり,こ の関係を

考慮すれば反射率は少 し大 きな結果となっている.以 上

のような周期 と反射率の関係は今後の長周期対策施設の

図-6　入射波の周期と反射率(捨 石透過堤)

図-7　解析結果(捨 石不透過堤)

図-8　 捨 石不 透過堤 波形(B=30m,T=45s)

検討に有効であると思われる.

(2)　捨石不透過堤

図-2(b)に 示 した捨石不透過堤 は,既 設護岸の前面 な

どに設置する場合の形態であり,港 湾の奥などに設置 し

て長周期波浪の反射を低減するために用いられる.図-7

は,こ の形態の数値解析結果の断面図である.解 析方法

は捨石透過堤と同 じである.静 水面の高 さでB=30mと

なる部分より背後には波浪が伝わらないように,消 波層

の後部を不透過としている。図-4と 同様に波浪 ブロック

と礫材の境界部分を遡上するように運動 したのち礫内部

に侵入 している.図-8はT=45sの 解析で得 られた波形で

ある.図-5(a)の 波形 と余 り大きな変化 は見 られないが,
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図-9　入射波の周期と反射率(捨 石堤)

消波層の最 も奥にあたるP3で の水面変動は捨石透過堤

の1.7倍程度 となっている.背 後の構造物で反射 してい

るためと考えられる.し か し,P1な どの波形は捨石透

過堤 と大 きな違いが見 られない.

図-9は,図-6と 同様に入射波の周期 と反射率の計算結

果を整理 したものである.こ ちらも捨石透過堤の場合と

ほとんど違 いが見られない.T=100sに つ いては,B=20

mの 方 が5%ほ ど大きく,消 波層の中での減衰が進まず

施設外へ反射 しているよ うである.B=30mの 場 合には,

捨 石透過堤がKr=0.865に 対 してKr=0.815と 若 干小 さ

くなっている.ま た,ホ ワイ トノイズによる解析結果は

Kr=0.757(B=30m)で あ り,捨 石透過堤 と同様にT=60s

とほぼ同じ結果が得られた.

4.　ス リッ ト付L形 ブロックを用 いた対策施設

消波層による長周期波対策施設を,船 舶が接岸する必

要のある部分に建設する場合には,こ れまで,図-2に 示

したc)のよ うな両面にス リットを設けて波浪が透過する

ようなケーソンを建設 して,そ の背後に透水層を設置す

る方法を検討してきた.し か しながら,港 湾内ではスペー

スの確保が困難な場合が多 く,省 スペース化やコス トダ

ウンを求められる.係 船岸として利用される部分や港湾

奥のこれ らの海域では比較的波浪が小さい場合が多い.

そこで,こ れ らの海域で利用する係船岸の形式として,

L型 ブロック係船岸が提案されている(沿 岸開発技術研

究センター,2006).こ のL型 ブロック係船岸 にス リッ

トを設 けて,そ の背後に30m程 度 の透水層を設ける方

法を提案する.

ス リットの開口率に関しては,こ れまでの両面 スリッ

トケーソンを用いた検討で50%と20%に つ いて検討を行 っ

てきたが,大 きな違いが見られなかったので構造上有利

な20%を 採用 した.

消波機能の検討 は,MARS法 を用いた3次 元の数値解

(a)　MARS法 による3次 元解析状況

(b)　実験状況

図-10　 ス リッ ト付L型 ブ ロ ックを用 い た対策 施設 の検討 状 況

図-11　 解 析 波形(礫 材 直径60cm,T=45s)

析,な らびに水理模型実験で行 った.図-10に その状況

の写真 と解析のベク トル図を示す.図-10(a)の 解析断面

を見れば,ス リッ ト部を通過 した波浪が礫材の消波層の

中に進行 して,減 衰 していくことがわかる.図-11は 解

析で得 られた波形で図中のX=0.05,200,400,600は ス

リット前面か らの距離(m)で ある.

図-12は 合 田ら(1976)に よ る入反射波分離計算で求

めた結果を周期で整理 したものである.こ れまで と同様

に周期が長 くなるに従い反射率が大きくなることが分か

る.T=30,45sで は実験値が5%程 度 大 きくなっている

が,比 較的良好な再現性を有 している.他 の形態との比

較は後で説明するが,透 過堤などと同様の結果を得るこ

とができた.
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図-12　反射率の比較

5.　港 湾内での用途 ・形状 ごとの消波機能の比較

図-2に 示 した4つ の形態に関 して実施 した模型実験や

MARS法 を用いた解析結果のうち,反 射率を施設の奥行

き長さと波長 の比B/Lで 整 理 して図-13に 示 す.本 研究

で説明 しなか った両面 スリットケーソンと消波層を組み

合わせた場合の結果については,平 石 ・永瀬(2003)の

結果を用いている.す べての構造物で,B/Lが 小 さくな

ると反射率が大きくなり,長 周期波浪の消波特性が理解

できる.

特 に,捨 石透過堤,捨 石不透過堤,ス リット付L型 ブ

ロック+消 波層を用いた3つ の形態において,反 射率に

はほとんど違いが見 られない.一 方,c)は ス リット部分

のエネルギー低減効果が期待できるので,周 期が小さく

なると反射率が大 きく低減する.a),b)で は構造物の安

定を図るため沖側の礫材の粒径を大きくしたり異型ブロッ

クの併用が現実的である.平 石 ・永瀬(2003)に よると,

沖側に比較的粒径の大きな消波層を配 して徐々に粒径を

小 さくして波浪のエネルギーロスを図ることで消波層の

奥行 きを小さくすることが可能なことが分かっている.

導水板を利用 してケーソン内で渦を発生させてエネルギー

損失を図る方法(大 島ほか,2006)で も同じような評価

を行っている.波 高0.25mと 本 研究よりも反射 しやすい

条件を用いているが,同 じような結果が得 られている.

6.　お わ りに

透水層を用いた長周期対策技術について,現 地港湾に

適用す る場合に利用可能な4つ の構造形態について,

MARS法 を用いた数値波動水槽技術な らびに水理模型実

験を応用 して水理特性を検証 した.そ の結果,以 下のこ

図-13　形態による反射率の特性

とが 明 らか に な っ た.

a)　 礫 材 を 消 波 材 と して利 用 す る こ とで,様 々 な施 設 を

提 案 で き る こ と を示 した.港 湾 計 画 の 中 で,利 用 可 能

な部 分 は 限 られ そ の条 件 に応 じて様 々 な 形 態 を提 案 ・

選 択 す る こ とが で き る.

b)　 L型 ブ ロ ッ ク係 船 岸 に ス リ ッ トを付 加 した 構 造 物 の

背 後 に礫 材 を 投 入 す る構 造 を 提 案 した が,捨 石 透 過 堤

と 同程 度 の 反 射 波 低 減 効 果 が 得 られ た.
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